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千人が利用している｢桑名駅西無料駐輪場｣を廃止
来月９月１４日から、桑名駅西の無料駐輪場が閉鎖されます。
桑名市は今年度予算の中で、桑名駅西無料駐輪場の使用料（近鉄から土地を借りている）とシルバー人材センターに委託している駐輪場整理のための予算を１０月分から計上していません。
桑名市は、現在の｢桑名駅西無料駐輪場｣を廃止して、２ヶ所の駐輪スペースを用意するといますが、駅から遠く離れていて不便で利用できそうにもありません。
桑名市は、民間の有料駐輪場の利用や駅東側にある利用の少ない（稼働率５０％位）有料の北駐輪場を利用しろと言います。
こんな横暴は許せません。まさに狂気の沙汰です。黙っていれば、市の思うつぼです。相次ぐ住民サービスの低下です。　是非、ご意見をお寄せ下さい！！
【桑名駅西駐輪場の概要】　　面積　　約８５０㎡、駐輪台数　　１０００台、

貸主　　近鉄（株）、現場管理　　シルバー人材センターに委託

【経費（桑名市の従来の予算措置）】　　年間賃料　１,３１６,４００円、

委託料　２,１７６,９４８円 、トータル経費　３,４９３,３４８円 
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「閉鎖のお知らせ」　　　　　　　　　　多くの市民が利用
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
江場地区の｢福祉ビレッジ｣(多世代共生型施設)構想
８月９日の市議会全員協議会で、市長の重点プロジェクトの１つである「福祉ビレッジ構想」（案）の説明と協議がありました。
市の資料によると、「福祉ビレッジ」とは、多世代共生型施設であり、高齢者・障害者・子どもなどに対して、通所や入所、相談などを包括的に提供する多世代交流・多機能型の福祉施設と解説されています。

清風園(養護老人ホーム)、療育センター、山崎乳児保育所、山崎苑(母子生活支援施設)の４つの施設について、今までのサービスや機能を維持しながら、新たに多世代交流・多機能型の福祉拠点にふさわしい施設として一体的に整備するもの。

効果として、「①高齢者は子供と触れ合う事によって日常生活の中で生きがいを持つ事ができ、表情が豊かになるなど日常生活の改善が期待できる。②子どもには高齢者への思いやりの心が育つ事が期待できる。③子ども同士の触れ合いにおいては、健常児と障害児が交流する事によって、お互いの個性を認め合う気持ちや思いやり、協調性などが育まれる事が期待できる。」との説明がありました。

整備・運営は民設民営で行い、「プロポーザル」が今年度中に公募でおこなわれ、２０１９年４月より施設の譲渡、運営を開始すると言います。

多くの問題が指摘されています。

1、 縦割り行政の打破と言うが、職員の意識改革が先ではないか。

2、 「多世代共生」と言うが介護保険もそうだが、サービスの低下に繋がる。

3、 民間に丸投げではないか。（まず市が整備すべきではないか）

4、 新病院同様に海抜ゼロメーター地帯だが、水害の対応はあるのか。

5、 駐車場は確保できるのか。

6、 いくらかかるのか、予算総額に対して回答無し。

全員協議会では、多くの意見が出されました。充分、再検討して欲しいものです。
今年の原水爆禁止世界大会　―｢核兵器禁止条約｣にサインを―
広島・長崎で７日間にわたって行われた大会は、国連で「核兵器禁止条約」ができた喜びと、これを力に「核兵器のない世界」へ前進しようと決意した参加者が、世界と全国から集い、熱気あふれる感動的な大会になりました。
大会は、「すべての国が速やかに『核兵器禁止条約』に参加し、核兵器の完全廃絶に取り組むことを求める世論を大きく発展させよう」（国際会議宣言）と呼びかけました。そして、｢核兵器禁止条約｣への各国の署名が始まる９月２０日から、国連が定めた「核兵器の全面的廃絶のための国際デー」（同２６日）までの間、草の根からの世界同時行動「平和の波」に取り組むことを提唱しました。「平和の波」を起点に、「ヒバクシャ国際署名」をさらに大きく広げ、核保有国とその同盟国に迫る、より大きな世界的な「波」をつくりだしていくことが求められています。
国際会議宣言は、国連会議をボイコットし、｢核兵器禁止条約｣に背を向ける日本政府に対し、｢アメリカの『核の傘』から脱却し、速やかに『核兵器禁止条約』に調印すること｣を訴えています。それだけに広島と長崎の式典に参加した安倍首相が｢核兵器禁止条約｣に署名しないと明言したことに、被爆者・国民は怒りと失望を募らせています。
大会では、｢核兵器禁止条約｣にサインする政府をつくろう、という発言が相次ぎました。これは被爆国である日本の運動の国際的な責務ともいえます。大会の国内決議「長崎からのよびかけ」は、「『核兵器禁止条約』に背を向け、９条改憲をもくろむ安倍政権を、市民と野党の共同の力で解散総選挙へと追い込みましょう」と訴えました。市民と野党の共闘を発展させ、核兵器廃絶を求める世界の先頭に立つ政府をつくることが、差し迫った課題となっています。
第３次安倍改造内閣　―「戦争する国」づくりを推進―
内閣支持率が軒並み急落し、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊の｢日報｣隠蔽問題で稲田防衛相が辞任し、｢森友学園」｢加計学園｣問題など行政をゆがめた疑惑に国民の批判が高まる中で、安倍政権は、３日に、自民党役員と閣僚の人事を行いました。
役員人事では、自民党の改憲案づくりの中心となってきた高村副総裁を留任させ、党内をまとめる総務会長に竹下氏を据え、改憲本部の体制を強化しました。
改造内閣では、政権の骨格として「加計学園」の獣医学部新設をめぐる疑惑の隠蔽を続けてきた菅官房長官と麻生副総理兼財務相は留任させ、「共謀罪」法を強行した金田法相や、「加計学園」疑惑渦中の松野文科相、山本地方創生相らは交代させ、疑惑にふたをする姿勢です。経済再生相に茂木氏、防衛相に小野寺元防衛相、文部科学相に林元農林水産相など閣僚経験者を厚く起用しました。一方２０１５年の党総裁選で安倍首相の対抗馬として立候補を模索した野田氏を総務相に、河野氏を外相に就かせるなど挙党態勢をアピールしています。
挙党態勢構築の背景には、９条改憲への執念があります。小野寺氏は２０１４年に防衛相（当時）として集団的自衛権行使容認の「閣議決定」を推進。外相に就いた河野前行政改革担当相も集団的自衛権の行使を容認し、憲法に自衛隊を位置づける改憲に賛成の立場です。公明党の石井国土交通相を続投させ、自公連立で「戦争する国」づくりを推進します。
安倍首相は「アベノミクス」を推進するとともに、秋の臨時国会に自民党の改憲案を提出し、年明けには改憲案の発議を狙っています。憲法を根こそぎ破壊する策動を許さず、安倍首相を退陣に追い込み、政権を打倒する国民の闘いがいよいよ重要です。
桑名市の抱える多くの課題
新病院建設と桑名駅周辺の整備（自由通路と駅西土地区画整理）の大型事業。

「地域創造プロジェクト」という名の多度・長島の総合支所の地区センター化、地区センターの廃止などは、人と予算の削減による住民サービスの低下です。
「小中一貫教育の問題」も根は同じです。　学習し、声をあげましょう！！

教育講演会　小中一貫教育を考える「小中一貫教育てなあに」
講師　小森 久衛 先生（元四日市大学教授）
【日時】９月２日（土）午後２時～４時
【場所】大山田公民館２Ｆ大会議室　　（主催　日本共産党桑名市議団）
自治体議員の研修会に行ってきます。１８日再開発（東京）、２５―２６日生活保護（長野）[image: image3.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２８９　　　２０１７年　　　８　月　１７　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５











































































































